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○ 小学校就学前に幼稚園又は保育所（へき地保育所含む）を経験した比率を見ると、１９７０年頃は過疎地域と

全国とで大きな格差があったが、近年はほぼ格差がなくなっている。

○ 過疎地域においては、全国と比べ、幼稚園就園率が低く、保育所在籍比率が高い。

過疎地域における幼児教育経験者比率

【出典：総務省『「過疎対策の現況」について』（平成20年9月）】
【出典：総務省「時代に対応した新たな過疎対策に向けて（これまでの議論の中間的整理）（平成20年4月）】

※備考
＜幼児教育経験者比率＞

①全国は、各年度の文部科学省「学校基本調査」（数値は各年度5月1日）及び前年度の厚生労働省「社会福祉施設調査」による。
②過疎地域は総務省調べ。
③それぞれの数値は、次の算式による、なお、保育所にはへき地保育所を含む。

幼児教育経験者比率＝幼稚園就園率＋保育所在籍率

幼稚園就園率 ＝

保育所在籍率 ＝

幼稚園修了者数

小学校第１学年児童数

前年度保育所在所児数（５歳／２＋６歳）
小学校第１学年児童数
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（第2回・第3回 保育事業者検討会 委員提出資料（抜粋））
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検討の視点
○ 児童人口が著しく減少した地域を含め、すべての子どもに、地域の子ども集団の中での成長を保障する
観点から、地域の保育機能の維持向上の意義を考える必要があるのではないか。

○ 認可保育所(小規模保育所)として保育所運営費が支弁されるためには、過疎地域であっても定員２０人以上
が必要とされている。一方、別の枠組みとして、へき地保育所(認可外保育施設)が平均入所児童数が１０人以

上で足りるものとして一定の支援対象となっている。また、家庭的保育事業については、家庭的保育者と補助者
が、５人までの乳幼児を保育することを念頭においている。

こうした現行制度と、子ども集団の中での成長を保障する観点を踏まえ、児童人口が著しく減少した地域にお
ける定員規模の要件・事業運営方式・財政支援のあり方をどう考えるか。

○ 児童人口が著しく少ない地域については、対象となる子どもの年齢に応じ、地域子育て支援拠点や児童館、
放課後児童クラブなどの各種施設を設置することに困難があることも多く、関係者からも、保育所が地域の幅広
い子育て支援の中核的な役割を果たしていくことに大きな意義があると指摘されている。
こうした指摘も踏まえ、地域の子育て支援の拠点として、また、地域社会の核としての保育所の多機能化を

支援する仕組みをどうしていくか。

○ 現に過疎地域における保育利用率は全国に比べ高いこと、現行のへき地保育所の入所決定は、市町村長
が、保育を要する児童のほか、特に必要があるときはその他の児童についても可能とされていること
も踏まえ、児童人口が著しく減少した地域、また周辺に幼稚園がない地域における保育所の機能と、
保育の必要性の判断基準をどう考えるべきか。

○ 児童人口が減少した地域において、保育を必要とするか否かにかかわらず、子ども集団を保障する
ことが可能な仕組みとして認定こども園制度の活用も考えられるが、新制度における位置付けをどう
考えるか。


